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Ⅱ 審査方法について

１．確認申請図書の確認（参考例）

１－１ 仕様表について

１－２ その他構造関係図書について

２．構造安全性の確認

マニュアル P.・・

１．確認申請図書の確認 条文 ・法 ：
・告示：

解 説

確認申請図書の作成例 （参考）

マニュアル
建物概要 P.24～P.25

４．審査対象の見直しに伴う提出図書等の合理化 条文 ・規則：第1条の３
・告示：

解 説
特定木造
建築物

１－１ 仕様表について

改正後
規則第1条の3
抜粋
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改正前
規則第1条の3
抜粋

改正後
規則第1条の3
抜粋

改正前
規則第1条の3
抜粋

改正後
規則第1条の3
抜粋
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１－１ 仕様表について 【参考例】

解 説

マニュアル P.28

令第3章第2節
【明示すべき事項】

基礎の構造方法、
寸法並びに材料
の種別及び寸法

１－１ 仕様表について

解 説 マニュアル P.28

令第3章第3節
【明示すべき事項】

構造耐力上主要な

部分である部材（接合
部を含む）の寸法、

構造方法及び材料の
種別並びに開口部の
形状及び寸法

１－２ その他構造関係図書

解 説

【例】 構造詳細図

P.66～70（図面）
P.42～43（解説）

マニュアル P.43 チェックリスト

マニュアル P.119

１－２ その他構造関係図書

解 説

【例】 構造詳細図

マニュアル P.68（図面）
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１－２ その他構造関係図書

解 説

【例】 壁量判定 兼 耐力壁図

P.72（図面）
P.44～47 （解説）

マニュアル P.45 チェックリスト

１－２ その他構造関係図書

解 説

【例】 四分割法判定

P.73（図面）
P.50～53（解説）

マニュアル P.51 チェックリスト

１－２ その他構造関係図書

解 説

【例】 柱頭柱脚金物算定

P.74（図面）
P.54～57（解説）

マニュアル P.55 チェックリスト

２．構造安全性の確認 条文 ・法 ：
・告示：

解 説 マニュアル P.78
【本説明の対象とする建物】

・階数が２以下

・高さが16 ｍ以下

・木造軸組構法

・基礎が鉄筋コンクリート造

・延べ面積が300㎡以下

・階高が3.5 ｍ以下

・平面形状や断面形状が著しく特殊でないもの

・構造計算を行わず、仕様規定のみで構造

安全性の確認を行うもの

（１） 対象建物・審査手順

【構造安全性を確認する手順】

①壁量の確保（壁量基準）

②壁配置のバランス（四分割法）

③柱頭・柱脚の接合方法

④柱の小径など

⑤その他のチェック
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２．構造安全性の確認

条文 ・政令：第46条第1項
・ 第4項

解 説

マニュアル P.82～

（２） 構造安全性を確認する手順

①壁量の確保

(1)地震力に対する必要壁量の算出

(2)風圧力に対する必要壁量の算出

(3)必要壁量の決定

(4)存在壁量の算出

(5)壁量の判定

審査のポイント
・ 原則、令第2条に定める床面積より必要壁量を算出

・床面積・見付面積計算表も確認
・小屋裏収納が有る場合は補正必要 P.85
・オーバーハング、吹抜けなどへの配慮 P.86

・ 必要壁量は、建築物の実態に応じて算定

・支援ツール 方法A：早見表 P.83 方法B：計算ツールP.84

・ 平面図と耐力壁図の整合性確認
・ 耐力壁、準耐力壁の種類と壁倍率を確認 P89,.91 （P.137～）

・算入できる壁倍率の上限は7倍まで P.8９
・階高3.2ｍを超える場合低減 P.９０

・ 耐力壁・準耐力壁の集計確認

・準耐力壁の必要壁量に対する割合確認
１/２以上は柱の安全性検証必要

P.82～

方法A早見表
２．構造安全性の確認

条文 ・政令：第46条第1項
・ 第4項

解 説

マニュアル P.82～

（２） 構造安全性を確認する手順

①壁量の確保

(1)地震力に対する必要壁量の算出

(2)風圧力に対する必要壁量の算出

(3)必要壁量の決定

(4)存在壁量の算出

(5)壁量の判定

審査のポイント
・ 原則、令第2条に定める床面積より必要壁量を算出

・床面積・見付面積計算表も確認
・小屋裏収納が有る場合は補正必要 P.85
・オーバーハング、吹抜けなどへの配慮 P.86

・ 必要壁量は、建築物の実態に応じて算定

・支援ツール 方法A：早見表 P.83 方法B：計算ツールP.84

・ 平面図と耐力壁図の整合性確認
・ 耐力壁、準耐力壁の種類と壁倍率を確認 P89,.91 （P.137～）

・算入できる壁倍率の上限は7倍まで P.8９
・階高3.2ｍを超える場合低減 P.９０

・ 耐力壁・準耐力壁の集計確認

・準耐力壁の必要壁量に対する割合確認
１/２以上は柱の安全性検証必要

P.82～

P.89～

P.88
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２．構造関係規定の確認

条文 ・政令：第46条第４項
・告示：平12建告第1352号

解 説

マニュアル P.96～

（２） 構造安全性を確認する手順

②壁配置のバランス（四分割法）

(1)側端部分の必要壁量の算出

(2)側端部分の存在壁量の算出

(3)壁量充足率と壁率比の算出

(4)バランスの判定

審査のポイント
・ 建築物の平面1/4ごとに必要壁量を算出

・地震力に対する床面積あたりの必要壁量で計算
・凹凸のある平面形状の場合 ・2階建ての下屋部分の扱い P.９９

・ 準耐力壁の必要壁量に対する割合に応じ、準耐力壁を考慮
・過半を超えない場合⇒耐力壁のみによる

・ 各階・各方向の側端部分について、壁量充足率Aと壁率比B
を算出

・ バランスの判定はA＞1.0,B≧0.5どちらかを満たせば適合

P.9７

P.9７

P.9７

P.98

２．構造関係規定の確認

条文 ・政令：第47条第1項
・告示：平12建告第1460号

解 説

マニュアル P.101～

（２） 構造安全性を確認する手順

③柱頭・柱脚の接合方法

(1)壁倍率の差Aの算出

(2)補正値の決定

(3)係数B Lの決定

(4)N値の算出

（1） N値計算法

(5)接合金物の選択

（2） 告示の仕様による方法
部位に応じて、仕様を選択

マニュアル P.103～107

マニュアル P.100～

２．構造関係規定の確認

条文 ・政令：第43条
・告示：

解 説

マニュアル P.108～

（２） 構造安全性を確認する手順

④柱の小径など

(1)柱の小径

(2)柱の有効細長比

(3)柱の切り欠きの確認

審査のポイント
・ 横架材相互間の垂直距離に応じて、算定式による割合以
上であることを確認
・支援ツール方法A：早見表 P.109 方法B：計算ツールP.110～

・ 面材（ 構造用合板、せっこうボード等）が取り付く方向につ
いては、柱の小径の確認は不要

・ 柱の有効細長比の最大値が150 以下であることを確認
・設計図書に各階の最大値の明示必要
・有効細長比計算式 P.113参照

・ 吹き抜けなどに面した柱に対する留意点 P.113

(4)通し柱の確認

P.108

方法A早見表
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２．構造関係規定の確認

条文 ・政令：第43条
・告示：

解 説

マニュアル P.108～

（２） 構造安全性を確認する手順

④柱の小径など

(1)柱の小径

(2)柱の有効細長比

(3)柱の切り欠きの確認

審査のポイント
・ 横架材相互間の垂直距離に応じて、算定式による割合以
上であることを確認
・支援ツール方法A：早見表 P.109 方法B：計算ツールP.110～

・ 面材（ 構造用合板、せっこうボード等）が取り付く方向につ
いては、柱の小径の確認は不要

・ 柱の有効細長比の最大値が150 以下であることを確認
・設計図書に各階の最大値の明示必要
・有効細長比計算式 P.113参照

・ 吹き抜けなどに面した柱に対する留意点 P.113

(4)通し柱の確認

P.108

P.112

P.114

P.114

２．構造関係規定の確認

解 説

マニュアル P.115～

（２） 構造安全性を確認する手順

⑤その他のチェック

(1)基礎の仕様

(2)屋根ふき材等の緊結

(3)土台と基礎の緊結

(4)横架材の欠込み

(5)筋交いの仕様

(6)火打ち材等の設置

(7)部材の品質と耐久性の確認

(8)指定建築材料JIS・JAS等の適合

P.115～

P.121～

P.122～

P.123～

P.124～

P.127～

P.130～

P.132～


